消費税廃止各界連絡会（各界連）の嶋岡千年事務局長は以下の談話を発表しました。
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消費税廃止各界連絡会（各界連）
事務局長　嶋岡千年
１）鳩山内閣は12月22日、2010年度「税制改正大綱」（＝大綱）を決定しました。この間の国民の根強い増税批判を反映し、消費税は「政権担当期間中、税率引き上げは行わない」と明記しました。しかし、「今後、社会保障制度の抜本改革などとあわせて検討」と、社会保障財源を前面に押し出して、将来の増税に向けて議論をすすめる姿勢を明らかにしています。
消費税は、最低生活費に負担が食い込む、最大の不公平税制であり、増税反対は当然です。庶民の収入が減少を続け、日本経済が深刻な消費不況に陥る中、むしろ引き下げを検討すべきです。

２）「大綱」は、子ども手当や高校授業料無償化の財源として、所得税・住民税の扶養控除の廃止・縮小も打ち出しました。子育ての支援給付や教育費の無償化は、日本の貧困な社会保障を充実するため、欠かせない施策です。しかし、その財源を庶民への負担増に求めることは、「生活第一」を掲げた新政権の公約にも違反します。

さらに、扶養控除の廃止・縮小は国際的にも低すぎる課税最低限をさらに引き下げる点で問題です。保育料・国保料（税）など負担を雪だるま式に増やす危険もあります。
そもそも人的控除は、憲法の要請する「生活費非課税」の考え方に立脚し、課税最低限を形づくる根拠となっているものです。現行の水準は、最低生活を保障するにはあまりに低すぎ、拡充こそ必要です。「手当を出すから人的控除は不要」という議論は、あまりに安易で到底、認められません。

　「大綱」が「生活費非課税」原則を省みない考えは、「給与所得控除は、経費の実額を控除することが望ましい」と、将来のサラリーマン増税にも及んでいるから重大です。
３）新政権はいまこそ、自公政権以来の「構造改革」路線から脱却し、大企業・大資産家優遇税制の是正により、財源を生み出すべきです。

この間の法人税の相次ぐ引き下げ、研究開発減税、欠損金の繰越期間の延長、海外子会社からの配当益金不算入などによって、大企業の税負担は実際の税率より低くなっています。大資産家も所得税・相続税の最高税率引き下げで恩恵を被り、証券優遇税制では2007年度だけで100億円以上の所得のあった株長者に1人平均35億円も減税になっていることが明らかになっています。この不公平をただちに正すことを求めます。
